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自治体病院の経営に他会計繰入金や
政策医療が与える影響についてのパネルデータ分析
大 島 誠（関西学院大学災害復興制度研究所）１
石 田 和 之（徳島大学ソシオ・アーツ・アンド・サイエンス研究部）２
概 要
本稿は，他会計繰入金による補助金投入や政策医療サービスなどが都道府
県立病院の経営にどのように影響を与えるかを実証的に明らかにするもので
ある。他会計繰入金や設置主体である自治体の財政力は病院の経常費用を増
加させる，不採算地区における医療サービスの提供は必ずしも経常費用を増
加させることにはつながらない，政策医療の提供は費用を増加させる，とい
った結果を得ることができた。
１．はじめに
本稿の目的は，都道府県立病院３の経営構造を分析することによって，政
策医療の効果を計量的に明らかにすることである。あわせて，自治体病院の
経営において現在の政策医療が抱える問題点を指摘し，今後の経営改革のた
めの提案も行う。具体的には，政策医療の対価として自治体から病院に繰り
入れられている「他会計繰入金」が経常費用にどのように影響しているかを
分析することによって，他会計繰入金が自治体病院の経営を高コスト体質に
陥らせることによって病院経営の効率性を阻害していないかどうかを明らか
にするとともに，過去の経常費用が今期の経常費用に与える効果を計量的に
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３ 都道府県立病院は，市町村立病院等と異なり，主に高度医療，先進医療，成人病センター，がん
センター，精神病院，リハビリセンター等特殊医療そして臨床研修病院として卒後医師の教育，災
害拠点病院等の役割が期待されている。
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明らかにする。
自治体病院は，地方公共団体が設置および運営する病院事業であり，地方
財政制度４上は公営企業のひとつとされている。その運営は，公益企業の趣
旨から，「経済性」および「公共性」が希求されるものである５。
自治体病院が地域医療において果たす役割のひとつに，政策医療６の提供
がある。特定地域における基幹病院として，救急医療，高度先進医療そして
総合周産期医療などを提供する役割を担うとともに，不採算地区７における
地域医療の提供といった民間病院では十分に供給されない医療を提供する。
設置主体である地方自治体からは，政策医療を提供することに対する対価と
して毎年度多額の「他会計繰入金」が自治体病院に繰り入れられている。
地方公営企業法第１７条の２第２項の趣旨を直接的に踏まえると，本来，自
治体病院の経営は独立採算制を採用することが望ましいといえる。しかしな
がら，現在，全国で約１，０００の自治体病院のうち約７割が赤字に陥ってい
る。図１は，平成１９年度の自治体病院の経営状態を示している。平成１９年度
には，総収益が４兆２７２億円であったのに対して，総費用は４兆２，２１９億円で
あった。経常収益は３兆９，９５４億円であり，その内訳は医業収益が３兆５，００７
億円，他会計繰入金が５，２１６億円である。他方，経常費用は４兆１，９５９億円で
あり，その内訳は医業費用が３兆９，５１６億円，支払利息が１，１６０億円である。
最終的に純損益は１，９４６億円である。
自治体病院全体として経常利益を計上した病院は全体のうちの２７．７％にあ
たる２６５病院であり，その金額は２３１億円である。他方，経常損失は７１．９％に
あたる６８８病院であり，その金額は２，００５億円である。平成１９年度末における
４ 地方財政法第６条および同法施行令第１２条。
５ 地方公営企業法第３条の８。
６ 政策医療は，たとえば「他の医療機関で対応することが困難な離島，山間，へき地等の地域医療
の確保向上及び救急，がん，循環器病，未熟児，臓器移植，リハビリテーション，難病等の高度・
特殊・先駆的医療並びに精神，結核，感染症の医療」のように説明される（自治体病院経営研究会
編（２００９）『自治体病院経営ハンドブック〔第１６次改訂版（平成２１年）〕』９ページぎょうせい）。
７ 不採算地区における「不採算地区病院」とは，自治体病院経営研究会編（２００９）によれば，病床
数１００未満または１日平均入院患者数１００人未満でありかつ１日平均外来患者数２００人未満である一
般病院のうち，当該病院の所在する市町村内に他に一般病院が存在しないものまたは所在市町村の
面積が３００km２以上で他の一般病院の数が１に限られるものをいう。
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累積欠損金は２兆１５億円，不良債務は１，１８６億円であった。
自治体病院の経営構造に関連する先行研究には，坂本・安西（１９９０），中
山（２００４），荒牧等（２００５），佐藤（２００５，２００７），野竿（２００７）などがある。
荒牧等（２００５）は，赤字経営の要因として職員給与費や減価償却費の増加が
主な問題であることを指摘している。坂本・安西（１９９０）でも経常収支に与
える要因分析を検討している。さらに，中山（２００４）や野竿（２００７）は，補
助金，立地条件，救急告示の有無，看護基準等の病院ごとの個別的要因や社
会経済要因を加味し，DEAを用いて経営の非効率性を計測している。佐藤
（２００５，２００７）は，地方公営企業法の適用（一部適用と全部適用），採算地
区あるいは不採算地区等の政策医療の効果を分析している。
本論文は，政策医療の影響を考慮して他会計繰入金が費用に与える効果を
分析するとともに，過去の費用構造が将来の費用構造に影響を及ぼすかどう
かを明らかにする。
本論文の構成は次のとおりである。第２節は推計方法と使用データを説明
する。第３節は推計結果を示す。第４節は，考察を行う。最後に，第５節は
本論文を簡単にまとめる。
（単位：百万円）
総収益 ４，０２７，２００ 総費用 ４，２２１，８６８
経常収益 ３，９９５，４１６
内訳 医業収益 ３，５００，７８２
うち 料金収入 ３，２８１，３２２
国庫（県）補助金 １４，８８８
他会計繰入金 ５２１，６８７
経常費用 ４，１９５，９７５
内訳 医業費用 ３，９５１，６６９
うち 職員給与費 １，９３５，９９４
減価償却費 ２７８，５９５
支払利息 １１６，０２８
特別利益 ３１，７８３ 特別損失 ２５，８９３
経常損益 △２００，５５９ 特別損益 ５，８９０
純損益 △１９４，６６８
（出所）自治体病院経営研究会編（２００９）pp．７８。
図１ 平成１９年度における自治体病院の経営状況
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２．推計モデルとデータ
２．１．推計モデル
本論文は，他会計繰入金が補助金として自治体病院に繰り入れされること
が経常費用の増加をもたらすかどうかを検証することを目的としている。こ
の経常費用の増加は，病院経営を高コスト体質に陥らせ，費用最小化の観点
からみて効率性を阻害させることになる。
本論文では，２つの推計式を用いる。第１の式は，式のように表わされ
る。
lnCit＝α＋β１ lnTit＋β２ lnRit＋ eit
eit＝δ１ lnE１it＋δ２E２it＋δ３E３it＋δ４E４it＋εit…
C は経常費用，T は他会計繰入金，R は経常収益，E１は財政力指数，E２は
法適用区分ダミー，E３は採算地区ダミー，E４は救急病院告知ダミーとする。
また，i は各病院，t は各年度を示し，誤差項に系列相関はないとする８。
先行研究では医業費用を被説明変数として採用することが多いと思われ
る。しかしながら，本稿では，説明変数として経常収益を採用することに対
応させる意味から，経常費用を選択することにした。
財政力指数は，病院の設置主体の財政状態を表わしている。設置主体であ
る自治体の財政状態が，自治体病院の経営にどのような影響を及ぼすのかを
確認する。法適用区分を表わすダミー変数は，地方公営企業法が全部適用で
あるか否かを表わすものであり，病院経営が制度的にどの程度自立した状況
におかれているかを表わす。採算地区ダミーは，病院の立地する地域が採算
地区であるか否かを表わす。不採算地区での医療の提供は病院経営にとって
は費用を増加させることになると予想されるが，そこでの地域医療を支える
役割は自治体病院に与えられた役割の１つでもある。救急病院告示の有無
は，政策医療の指標として解釈できる。
予想される推計の結果は，次のとおりである。他会計繰入金は，病院経営
の規律を緩ませ，コスト増加をもたらすと予想できる。財政力指数は，設置
８ εitは標準的線形回帰モデルの仮定を満たす誤差項であり，正規分布に従うとする。
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主体となる自治体の財政力を表わしている。財政力の高い自治体は，病院の
経常損失に対して事後的に損失を補てんする能力が高いと考えることが可能
である。事後的な損失の補てんを期待することは，病院経営の効率化を阻害
することになると考えられる。不採算医療地区および救急病院告示は，いず
れも費用を増加させると予想される。
本論文で用いる第２の式は，次のようになる。
Δln（Cit）＝β１Δln（Ci,t−1）＋β２ΔlnTit＋β３ΔlnRit＋β４ΔinE１it＋β５ΔE２it＋
β６ΔE３it＋β７ΔE４it＋Δeit …
式は，前期の経常費用が今期の経常費用に及ぼす影響を検討している。こ
れによって，過去に高コスト体質であった病院が今期でも高コスト体質にな
るかどうかを明らかにすることができる。のようなタイプの式は，「状態
依存モデル」と呼ばれている。本論文では，Arellano and Bond（１９９１）の
方法に従って，式を用いた推計を行う９。
式では，前期の経常費用は今期の経常費用を増加させると予想される。
式を OLSによって，式を GMMによって推計する。本論文で扱うデー
タは，パネルデータである。ハウスマン検定を行った結果，ランダム効果モ
デルが支持された。
２．２．データ
平成１９年度において地方公共団体が経営する病院事業数１０は６６７事業であ
り，これらの事業が有する自治体病院は９５７である１１。これらを経営主体別
に分けると，都道府県立病院が２００（４６都道府県），指定都市立病院が４２（１７
指定都市），市立病院が４１３（３３２市），町村立病院が１９８（１９１町村），そして
９ 動学パネルモデルでは，最小２乗法の推定量は一致性がなく被説明変数のラグ項の係数がバイア
スをもつ問題を抱えている。つまり，一般化最小２乗法と最尤法は初期値に依存するので一致推定
であっても有効推定ではなくなる。この問題を回避するために，Arellano and Bond（１９９１）に従
い，１階の差分をとり，一般化積率法（GMM）を用いて推計する。
１０地方公営企業法が適用される事業である。
１１自治体病院経営研究会編（２００９）によると，平成１９年１０月１日現在，全国における病院数は国２９１，
地方公共団体１，０２１，日赤等公的医療機関および医療法人等６，２３５，その他１，０１１の合計８，８６２にも達
する。なお，地方公共団体には地方公営企業法の適用を受けない病院も含んでいる。
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一部事務組合立病院が１０４（８１組合）となる。また，病院種類別にわけると，
一般病院が９１１，結核病院が１，精神科病院が４５となる。本論文は，これら
のうち都道府県立病院１２を対象にするものである。ただし，同質性を確保す
ることを目的として，病床数における一般病床数の割合が８０％以上の都道府
県立病院に限定することとした１３。また，建設中の病院，自治体病院の再
編・統廃合・閉鎖等によるもの，首長直営の病院を除いた。結局，対象
となる病院は１３０となった。
また，分析対象となる期間は，平成１５年度から平成１９年度までである。分
析に用いるデータは，『地方公営企業年鑑』，『都道府県決算状況調』から得
た。表１は，変数の意味とそれらの記述統計量を示している１４。経常費用の
１２自治体病院経営研究会編（２００９）によると，「自治体病院のあり方」（昭和４４年５月）は「１都道
府県中央病院，２地域中核病院，３不採算地区病院，４伝染および救急病院等」を自治体病院の使
命として位置付けている。また，これらは，市町村立病院では必ずしも十分に提供可能ではないと
述べている。
１３佐野（２００７）に従い，精神医療，周産期医療，リハビリテーション医療等を専門的におこなう病
院および精神病床・結核病床等一般病床以外を有する病院は，受け入れる患者の疾患特性の相違か
ら一般病院とは異なる診療報酬体系が採用されるため対象から除外する。
１４変数のパネル単位根検定（Hadri検定）の結果は次の表のとおりであり，定常性を満たし，単位
根であることが確認された。
変 数 C T R E１ E２ E３ E４
Hadri z-stat 検定 ２１．６１７ １７．２１４３ ２０．８４８ ２４．４５４ ９．４７１ ３．８５２ ２．０９７
P値 ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０１８］
Heteroscedastic
consistent z-stat 検定 １９．６３４ １８．９２９ １８．３８３ ２４．４８２ ９．２４ ３．８２４ １．９７２
P値 ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０００］ ［０．０２４］
表１ 変数一覧表および記述統計量
変 数 単 位 定 義 平 均 標準誤差 最 小 最 大
経常費用 千円 医業費用＋医業外費用 ７，２４７，８５１ ５，０８４，７１５ ５７４，８７４２３，２２９，１１３
他会計繰入金 千円 他会計繰入金（実繰入額） １，２１７，２１５ ８８７，０４７ ９６，７１１ ６，６２９，０１３
経常収益 千円 医業収益＋医業外収益 －２０１，８９３．８ ４５２，４８６．３ －２，１５９，０２６ １，３６６，３０８
財政力指数 指数 設置主体である自治体の ０．４７ ０．２３８ ０．２０３ １．３１９
財政力指数
法適用区分 ダミー 一部適用＝１，全部適用＝０ ０．３７２ ０．４８４ ０ １
採算地区 ダミー 不採算地区＝１，それ以外＝０ ０．０５４ ０．２２６ ０ １
救急病院の ダミー 救急告示病床をもつ病院＝１， ０．８１１ ０．３９２ ０ １
告示有無 それ以外＝０
１：財政力指数，法適用区分，採算地区，救急病院の告示有無は小数第三位で四捨五入をしている。
出所：『地方公営企業年鑑』および『都道府県決算状況調』より作成
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最小値は約５億円であり最大値は約２３２億円である。他会計繰入金の最小値
は約１億円であり最大値は約６６億円である。地方自治体の財政力指数では，
最小値が０．２０３であり最大値は１．３１９である。
３．推計結果
３．１．他会計繰入金などが経常費用に及ぼす効果
式の推計結果は表３のとおりである。ケースが，式の推計結果を示
しており，ケースからは式の結果の頑健性を確認したものである。
他会計繰入金，経常収益，財政力指数，採算地区，救急病院告示の有無
は，１％の有意水準で有意となった。他会計繰入金，財政力指数，救急病院
告示の有無は正，経常収益，採算地区は負の符号である。これらの結果は，
（採算地区を除いて）おおむね当初の予想と同様である。ただし，法適用区
分は統計的に有意な結果を得ることができなかった。
採算地区は１％有意水準で統計的に有意であるが，負の符合を示してい
表３ 他会計繰入金などが経常費用に及ぼす効果
ケース ケース ケース ケース
被説明変数 経常費用 経常費用 経常費用 経常費用
他会計繰入金 １．３３３ *** １．５ *** － １．１９８ ***
［４．８７１］ ［４．４２５］ － ［５．０５］
経常収益 －０．９１５ *** －０．９７８ *** －０．６０８ *** －
［－２．９３７］ ［－３．０８８］ ［－３．９８６］ －
財政力指数 ２４９９４４９ *** － ３３５６６７２ *** ２６５９４９１ ***
［５．１０２］ － ［１１．２２５］ ［５．１３５］
法適用区分 ３４４２８．２２ －８８４２２．９２ １０９１２５．４ ** ５２６３７．４８
［０．４］ ［－０．８８８］ ［２．２１１］ ［０．７０６］
採算地区 －２１４７７６．５ *** －２３７３０４．７ *** －１６０８３７．９ ** －２０８９９８．７ ***
［－２．９２８］ ［－３．３１４］ ［－２．０４５］ ［－２．９５４］
救急病院の ４７６８２３．４ ** ５２３３２６．１ ** １０９２３４．７ ６７１３５７．９ ***
告示有無 ［２．３５３］ ［２．４７７］ ［０．４２１］ ［３．８４９］
定数項 ４１３４２９５ *** ５１１９９４６ *** ５５９７０６１ *** ３９８７２６７ ***
［８．８０９］ ［９．８１８］ ［１２．９７４］ ［８．６６８］
Adj-R２ ０．２６８ ０．２３２ ０．１０７ ０．２３
１：［ ］内は t値である。
２：係数の***は１％有意水準，**は５％有意水準，*は１０％有意水準。
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表４ 前期の経常費用が今期の経常費用に及ぼす効果
ケース ケース ケース ケース
被説明変数 経常費用 経常費用 経常費用 経常費用
１期前の経常費用 ０．９１５ *** ０．９４９ *** ０．９３６ *** １．０３６
［６．６３７］ ［６．７５２］ ［７．００２］ ［７．３０９］
他会計繰入金 ０．７２３ *** ０．６９６ *** ０．７４４ *** －
［３．４４９］ ［３．３７９］ ［３．５４５］ －
経常収益 －０．３１９ － －０．３ －０．２０１
［－１．３１４］ － ［－１．２３３］ ［－０．９０６］
財政力指数 ２１４５７２．４ １６０２４２．３ － ５８４８９７．５
［０．４１７］ ［０．３０５］ － ［１．１３２］
法適用区分 ６０６１３．５７ ５４８４５．３７ ５４１９４．６１ ６８５７４．４
［０．５８３］ ［０．５１８］ ［０．５２２］ ［０．５４８］
採算地区 －７５９８．６６６ －１１６１７．７８ －１１６８８．３４ １９１５２．０７
［－０．３０１］ ［－０．４８１］ ［－０．４７４］ ［０．５３６］
救急病院の －２１２１１７．０ * －９５１９９．１８ －１８０９７１．０ －５２２８８３．６ ***
告示有無 ［－１．８５１］ ［－０．９１６］ ［－１．５６２］ ［－５．３２３］
操作変数の数 １２ １１ １１ １１
Sargan 統計量 ２４．２２ ２３．８７９ ２２．７０９ １５．８３９
P値 ［０．１５１］ ［０．１５１］ ［０．１５１］ ［０．１５１］
１：［ ］内は t値である。
２：係数の***は１％水準で有意，**は５％水準で有意，*は１０％水準で有意であることを示す。
３：Sargan 統計量は過剰識別制約を検定する指標である。
る。これは，当初の予想（不採算地区における医療活動は経常費用を増加さ
せる）と反対の結果である。
ケースからの結果を確認すると，統計的に有意であったすべての変数
で符合条件が一致しており，安定した結果といえる。
３．２．前期の経常費用が今期の経常費用に及ぼす効果
式の推計結果は，表４のとおりである。表４でケースとして示される
とおり，前期の経常費用は今期の経常費用に正の影響を与えることが確認で
きる。また，ケースからによって頑健性も確認される。
４．考察
近年，地方自治体や自治体病院の財政健全化に対する関心が高まってい
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る。総務省は，平成１９年に『公立病院改革ガイドライン』を策定し，平成２０
年には『公立病院に関する財政措置のあり方等検討会報告書』を公表した。
また，平成２１年４月には『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』が全
面施行された。その他にも，平成２１年度からは特定の自治体病院における経
営改善の事例を調査するなどの事業として『公立病院経営改善事例等調査・
研究事業』が実施されている。また，平成２１年１２月には『地方公営企業会計
制度等研究会報告書』が公表され，公営企業会計に企業会計原則を適用する
ことで経営実態を正確に把握する試みがなされている。これらの自治体病院
の経営改善の試みが（厚生労働省ではなく）総務省によってなされているこ
とは印象的であるかもしれない。自治体病院のあり方については，医療政策
の視点とともに，財政的な観点が重視されつつあるといえる。財政的に持続
可能な経営状態であって初めて，医療サービスの提供を安定的に確保できる
のである。
第３節における推計結果を踏まえ他会計繰入金には２つの効果あると考え
られる。第１は，病院経営における予算上，補助金として収入源となること
である１５。第２は，他会計繰入金の安定的な繰り入れが経常費用を増加させ
てしまう効果である。継続的に他会計繰入金を補助金として投入すること
が，病院経営における費用削減のインセンティブを低下させ，結果的に経常
費用を増加させてしまうというメカニズムが生じてしまうのである。つまり
モラルハザードのひとつである。
表３で示した他会計繰入金が経常費用を増加させるとの推計結果は，この
ような負のインセンティブ効果を他会計繰入金が有していることを示唆して
いる。
事業分野は異なるが地方公営企業の１つである「バス事業」の非効率性を
計測している山下（２００３）では，他会計繰入金が投入されると「地方公営企
１５他会計繰入金は，地方公営企業法第１７条の２に基づいている。具体的には，建設改良に要する
経費，へき地医療の確保に要する経費，救急医療に要する経費，付属診療所の運営に要する
経費，結核病院・精神病院の運営に要する経費，高度医療等に要する経費，付属看護師養成
所経費，	保険衛生活動費，
経営基盤強化対策に要する経費に順じている。なお，平成１９年度に
おける国庫（県）補助金は１４８億円そして他会計繰入金は５，２１６億円の合計６，９６１億円にも達する。
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業が損失を出したとしても，ナショナル・ミニマムあるいは公共性の実現と
いう名の下で，その損失は一般会計等が補填することを事業主体が期待し，
その事業主体は効率的な生産活動へのインセンティブを失っていることを示
唆している」との結論を得ている。本論文の推計は，バス事業におけるこの
ような他会計繰入金の負のインセンティブ効果が都道府県立病院の場合にお
いても同様に生じていることを明らかにしたものである。
さらに，本論文では（他会計繰入金の場合と同様に），自治体の財政力も
事後的な経常損失の補てんへの期待の醸成という形で病院経営を高コスト体
質に陥らせる効果があることも確認できた。設置主体である自治体の財政状
態を健全化することが自治体病院の経営を不健全化させることにつながると
言えるかもしれない。これは，自治体財政の健全化と合わせて自治体病院の
経営の改善も並行して進めていくことの必要性を示唆するものである。
経常収益が経常費用を減少させるとの結果は，公営企業である自治体病院
が民間企業のように費用最小化と利潤最大化を図り「企業」として機能して
いることを示し興味深い。
前期の経常費用が今期の経常費用を増加させるとの結果は，病院経営が高
コスト体質に陥りやすい傾向を備えていることを示唆している。
「採算地区」に関しては，必ずしも経常費用の増加要因にはならないこと
が示された。この結果については，さらなる検証が必要であると考えられる。
そもそも不採算であると想定されている地域における医療サービスの提供
が，実際には，採算が合うと想定されている地域における場合と比べて費用
を増加させる要因にはなっていないということである。したがって，不採算
地区における医療サービスの提供において補助金を投入することの根拠は乏
しいといえることになる。
政策医療の代理変数として用いた「救急病院告示の有無」は経常費用を押
し上げる効果があることが確認された。小山田（２００６）は，自治体病院の経
営努力を必須としながらも，不採算な医療行為に対する補助金投入の必要性
を主張している。救急医療が不採算な医療行為であるとするならば，それを
支えるための補助金が政策医療に対する対価としての合理性を有するもので
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あり妥当なものであることを本論文の結果は示唆していると言える。
ところで，民間病院などが救急医療に尽力する地域もあり，地域における
政策医療の確保に貢献する病院は自治体病院以外にも多数ある。このような
現状を踏まえると，自治体病院を含めて地域の民間病院までも視野に入れ
て，政策医療を財政的に支援するスキームを構築することが大切であるとい
える。たとえば，久道（２００４）では，民間病院に任せていては過少供給とな
る不採算医療を公立病院が担うことや，経営効率化のインセンティブを損な
わないためにも宮城県で実施しているように行政的医療の各分野に対する一
般会計からの負担金算出のルールを明確にすることの必要性を述べている。
財政的に持続可能な形で政策医療を提供し続けることのできるスキームを
構築することは，『公立病院改革ガイドライン』の目標の１つである「自治
体病院の健全経営」に寄与する。このようなスキームの構築は，病院経営の
健全化に寄与するだけではなく，同時に，設置主体である自治体の財政を健
全化させることにもつながるものである。
５．おわりに
本論文は，都道府県立病院を対象にして，他会計繰入金や政策医療が病院
経営にどのような影響を与えるのかを実証的に分析したものである。その結
果，他会計繰入金や設置主体の財政力が病院経営における費用削減のインセ
ンティブを低下させ，結果的に経常費用を増加させてしまう可能性があるこ
とを確認することができた。また，不採算地区における医療サービスの提供
は必ずしも経常費用を増加させることにつながるわけではないことも確認で
きた。政策医療の提供は，費用を増加させることも明らかになった。
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